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売上収益は、3,437億円となり、前年から27億円の減収となりました。
為替の影響を除いた実質ベースでも若⼲の減益となっていますが、
IFRS第15号の適⽤に伴う影響で当期の売上収益が22億円減少している
影響を除けば、実質では約8億円の増収となります。

事業セグメント利益は、384億円となり、僅かではありますが
減益となりました。

営業利益は、380億円となり、67億円の増益となりました。
前年に⽐べ、為替予約関連の評価損ほぼなくなったことが主な要因です。

これにより、親会社の所有者に帰属する四半期利益は、
286億円となり、59億円の増益となりました。
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事業セグメントごとの内訳ですが、

P&H事業が、最⾼級刺しゅうミシンが好調で増収増益となったことと、
マシナリー事業で、IT関連の⼤⼝案件がなかった影響で産業機器が減収減益となっ
たことが増減のポイントとなります。

営業利益については、P&S事業が⼤きく増益となりました。
ほぼ、為替予約関連の評価損がなくなった影響です。
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事業セグメント利益の増減分析ですが、

売上増減・構成差で出ている▲24億は、P&Sの構成変化によるものが中⼼です。
売上減の影響ではなく、本体の⽣産数量増加による⼀時的な構成悪化が要因で
す。

価格変動の＋8億は、P&Sでの製品値上げの効果です。

販管費の増加29億円も、セグメントとしてはP&S事業が⼤半です。
販売会社では顧客の変化に合わせた投資を⾏っているほか、ブラザー⼯業本体では
、業務改⾰のための投資などが増加しております。

開発費は、モノクロレーザーの新モデル投⼊を控え、開発費⽤が増加していた前期と
の⽐較では、⼤きく減少しました。
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ここからは各事業の上期の状況です。

まずプリンティング・アンド・ソリューションズ事業です。

プリンティング・アンド・ソリューションズ事業の売上収益は1,986億円で、ほぼ前年並みとなりました。

内訳としては、
通信プリンティング機器が、18億円の減収となる1,744億円、
電⼦⽂具が11億円の増収となる242億円なりました。

通信・プリンティング機器は、
モノクロLBPは、OEM案件の減少により前年に⽐べ全体での売上は減少したものの、OEMを含まないブラザーブランド
ベースでは、中国・アジアでの販売数量が増加したことや、価格の安いモデルの販売の抑制による構成の改善などの効
果もあり、売上は増加しました。

カラーLBPは、中国が少し弱かったことを除けば、グローバルで堅調に推移し、売上・数量とも増加しました。

インクジェット複合機は、採算性が低いカートリッジモデルの数量抑制に伴い、欧⽶での販売は減少したものの、
アジア・中南⽶を中⼼にタンクモデルが計画を上回るペースで好調に推移したことで、売上・数量とも、前年をわずかに
下回る⽔準を維持しました。

電⼦⽂具は、
「ピータッチ」を中⼼とするラベリング事業がグローバルで堅調だったほか、モバイルプリンターなどのソリューション
事業が⽶国で好調でした。

利益⾯ですが、
事業セグメント利益はほぼ前年並みの268億円で、セグメント利益率は13.5％と⾼い⽔準を維持しました。
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次にパーソナル・アンド・ホーム事業です。

売上収益は214億円で、７億円の増収となりました。

スライドに写真も載せていますが、8⽉から⽶国で受注を開始した最⾼級刺しゅうミシン
「イノヴィスXP1が想定を⼤幅に上回る⼈気を博しており、業績に貢献しました。

利益⾯ですが、売上増と製品構成の変化により、⼤幅な増益となっております。
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つぎに、マシナリー事業です。

売上収益は593億円となり、事業全体では、42億円の減収となりました。
ほぼすべてが、産業機器でIT関連の⼤⼝案件がなくなった影響です。

産業機器から説明しますが、
まず上期の売上収益は332億円となり、64億円、▲16％の減収となりました。
売上の内訳は、IT関連が約30％、⾃動⾞・⼀般機械などの安定向けが70％となりました。
なお第２四半期3カ⽉の内訳も上期と同じ構成です。
IT向けは17年度の上期に⽐べると、ほぼ半減となりました。
逆に⾃動⾞関連、社内では安定向けと呼んでおりますが、こちらは前年同期に⽐べ約30％増となり、
好調な実績となりました。
ただ、⾜元では中国での受注が低迷していることから、通期の⾒通しを引き下げております。
ここはまた後程触れます。

次に、⼯業⽤ミシンですが、今上期は各地域とも好調に推移しました。
中国での好調が続いていることに加え、アジア地域も堅調に推移しております。
欧⽶についても、中⽶での需要が堅調なことに加え、「ガーメントプリンター」が好調に推移しており、
業績に⼤きく貢献しております。

⼯業⽤部品も、減速機は国内を中⼼に物流向け及び液晶・半導体製造装置向けが
堅調に推移しました。

事業セグメント利益は、産業機器の減収の影響が⼤きく、事業全体でも減益となりました。
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つぎに、ネットワーク・アンド・コンテンツ事業です。

売上収益は233億円となり、７億円の減収となりました。
昨年発売した「JOYSOUND MAX2」は堅調ですが、昨年は売買取引が中⼼だったのに対して、
今年度はレンタルでの取引が増加しているため、その影響で減収となりました。
利益も減益となっておりますが、同様の理由となります。



10

つぎに、ドミノ事業です。

売上収益は347億円となり、17億円の増収となりました。

C&M事業は、⽶州が減収となっていることを除けば、各地域とも堅調に推移しており、
前年・計画を上回って推移しております。

デジタル印刷機も、製品投⼊の遅れもあり、計画は下回る⽔準となっていますが、
各地域とも需要状況に⼤きな変化はなく、前年を上回って推移しております。

事業セグメント利益は24億円で前年並みとなりました。
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つぎに、18年度年間の業績予想です。

今回、事業セグメント利益だけを修正しました。
前回予想から20億円の引き下げとなる690億円としております。
前年との⽐較では、82億円、10.7％の減益となります。

それ以外の項⽬は、全て前回予想のままです。
為替の前提も変更しておりません。
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事業セグメントごとの内訳です。

前回との⽐較では、
売上収益については、P&S、P&Hは上⽅修正、
マシナリー、N&C、ドミノを下⽅修正しております。
全体では前回通りとしております。

事業セグメント利益は、P&Sとマシナリー事業を下⽅修正、
P&Hを上⽅修正しております。
P&S事業は、主に部材のコストアップと新興国リスクを織り込んだことが修正要因で
す。マシナリーは、主に産業機器の⾒通しの引き下げに寄るものです。

営業利益は、マシナリー事業は事業セグメント利益同様下⽅修正となりますが、
P&Sは為替予約関連の⾒直しで事業セグメント利益の引き下げを吸収するほか、
P&H事業の引き上げもあり、全体では前回予想のままとしております。
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